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第 1章 はじめに                                      

1-1.経営戦略策定の趣旨 

地方公営企業は、料金収入をもって経営を行う独立採算制を基本原則としながら、将来にわたりそ

の本来の目的である公共の福祉の増進を図るよう運営することが求められます。 

しかし、下水道事業をはじめとする地方公営企業の経営環境は、今後の急速な人口減少等に伴うサ

ービス需要の減少や、保有する施設の老朽化に伴う更新需要の増大など厳しさを増しています。 

こうした中、将来にわたって安定的に下水道事業を継続していくためには、自らの経営等について

的確な現状把握を行った上で、事業の効率化、経営の健全化を推進することが必要であり、その取組

として経営戦略を策定します。 

経営戦略の中心となる「投資・財政計画」は、下水道施設に関する投資の見通し(投資試算)と、そ

の財源の見通し(財源試算)を構成要素とし、投資以外の経費も含めた上で、収入と支出が均衡するよ

う策定されるものです。 

なお、経営戦略は「公営企業の経営に当たっての留意事項について」(総財公第107号 総務省自治

財政局公営企業課長通知 平成26年 8月 29日)に基づくものです。 

 

 

1-2.経営戦略の位置付け 

下水道事業計画や、老朽化施設の更新計画である下水道ストックマネジメント計画等と整合を図り

つつ、下水道事業の中長期的な経営の基本計画として経営戦略を位置付けます。 

 

 

1-3.計画期間 

「経営戦略策定・改定ガイドライン」(総務省)において、「中長期的な視点から経営基盤の強化等に

取り組むことができるように、計画期間は10年以上を基本とする。」旨が示されていることを踏まえ、

本戦略の計画期間は、令和3年度から令和12年度までの10年間とします。 
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第 2章 下水道事業の現況                                  

2-1.下水道事業の概要 

公共下水道は、下水道法(昭和33年法律第79号)に基づき、都市の健全な発達及び公衆衛生の向上

に寄与し、あわせて公共用水域の水質の保全に資することを目的として整備されるものです。 

昭和 46 年度に、10 市 2 町を計画区域とした荒川右岸流域下水道が埼玉県の事業として発足したこ

とにより、本市では昭和49年 10月に流域関連公共下水道として当初事業認可を取得し、昭和57年 8

月に供用を開始しました。 

本市下水道事業は、荒川流域別下水道整備総合計画及び荒川右岸流域下水道事業計画を上位計画と

して事業の進捗に努め、令和元年度末には汚水事業計画区域約1,223haの約86%に相当する約1,048ha

の整備が完了しています。 

 

表 1 本市下水道事業の概要(令和2年3月 31日時点) 

項目 内容 

公共下水道事業の名称 荒川右岸流域関連富士見公共下水道事業 

供用開始年月 昭和57年8月20日 

地方公営企業法の適用 昭和58年4月1日適用 

流域下水道への接続 有 

終末処理場 なし(流域下水道の処理場で処理) 

ポンプ場 
マンホールポンプ場 28箇所 

雨水ポンプ場 1箇所 

事業計画面積 
(汚水) 1,222.6ha 

(雨水)   575.3ha 

整備面積 
(汚水) 1,047.6ha 

(雨水)   273.9ha 

下水道処理人口 110,094人(下水道計画区域内：109,704人、下水道計画区域外：390人) 

水洗化人口 109,103人(下水道計画区域内：108,713人、下水道計画区域外：390人) 

下水道処理人口普及率 98.4％ 

水洗化率 99.1％ 

整備区域内の人口密度 105.1人/ha 

※本市では、市街地の下水道整備は「公共下水道事業」、市街地以外では「特定環境保全公共下水道事業」により実

施している。両事業を合わせて「荒川右岸流域関連富士見公共下水道事業」と呼称しています。 

 

 
図 1 荒川右岸流域関連富士見公共下水道事業の整備状況 
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図 2 下水道事業計画区域(汚水) 

 

 
図 3 下水道事業計画区域(雨水)  
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2-2.下水道施設整備の現況 

下水道施設は主に、下水を収集する管路施設、下水をくみ上げるポンプ場施設、下水を処理する処

理場施設で構成されます。 

 

(1)管路施設 

管路施設は、下水道管きょ、マンホール等の総称であり、下水道施設の根幹をなすものです。住居、

商業、工業地域等から排出される汚水や雨水を収集し、ポンプ場施設、処理場施設または放流先河川

まで流下させる機能を持ちます。管路施設の整備状況を下表に示します。 

 

表 2 管路施設の整備状況(令和元年度末時点) 

 
※整備率(%)＝整備済面積÷事業計画面積×100 

 

(2)ポンプ場施設 

ポンプ場施設は、下水道管きょの埋設が著しく深くなる場合や、雨水を公共用水域に自然流下で放

流できない場合に設けられる揚水施設です。 

本市下水道事業では、雨水ポンプ場施設 1 箇所及びマンホールポンプ場 28 箇所が整備されていま

す。 

表3 別所雨水ポンプ場 

施設名称 別所雨水ポンプ場 

 

位置 富士見市水谷東三丁目 

下水排除方式 雨水 

既設ポンプ能力 

(令和2年度時点) 

51 m3/分×2台 

96 m3/分×1台 

供用開始年月 平成8年5月 

 

(3)処理場施設 

本市の下水道は、流域関連公共下水道事業であり、管路施設を通じて集めた汚水は流域下水道施設で

処理を行うため、処理場施設は保有していません。 

 

  

項目 汚水 雨水

事業計画面積(ha) 1,222.6 575.3

整備済面積(ha) 1,047.6 273.9

整備率(%) 85.7 47.6

管路整備延長(m) 319,014 56,297
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2-3.下水道使用料体系の現況 

本市下水道事業では、昭和57年度から下水道使用料の徴収を開始しました。その後、平成17年 10

月に使用料の改定(平均改定率30.7％)を実施し、現在の下水道使用料体系は下表の通りとなっていま

す。 

 

表 4 現在の下水道使用料(1か月) 

区分 汚水排除量 使用料金（1か月・消費税込） 

一般汚水 

基本料金  10 m3まで 715 円 

超過料金 

 10 m3を超え25 m3まで 1 m3につき93.5 円 

 25 m3を超え40 m3まで 1 m3につき115.5 円 

 40 m3を超え70 m3まで 1 m3につき137.5 円 

 70 m3を超えるもの 1 m3につき159.5 円 

公衆浴場汚水  1 m3につき71.5 円 

 

 

2-4.組織体制の現況 

令和 2 年 11 月 1 日時点においては、下水道課内に庶務経理グループ、事業推進グループを置いて

います。 

 

図4 下水道課の組織体制及び事務分掌 

 

 

2-5.民間活用の現況 

下水道使用料の徴収事務については、「富士見市下水道使用料調定等委任規則」に基づき本市水道事

業に委任していますが、水道事業は水道料金と下水道使用料の徴収事務を民間業者に委託しています。 

  

事務分掌

下水道課 庶務経理グループ 　・下水道受益者負担金

(課長1名) (4名) ・下水道事業の入札、契約

　・下水道事業の経理（予算・決算）

　・下水道施設の資産管理

・下水道改造資金融資あっせん

・下水道課内の庶務

事業推進グループ ・下水道計画及び整備

(8名) ・下水道施設の維持管理

　・下水道自費施工の指導、許可及び検査

　・私道の公共下水道整備

・排水設備工事の指導、許可及び検査

　・市指定工事店及び排水設備技術者の指定及び認証

　・下水道使用料

・水洗化の促進

　・荒川右岸流域下水道

組織体制
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2-6.経営の現状分析 

「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について」(総務省通知）に基づく経営比較分析

表を活用し、本市下水道事業の経営の現状を分析します。 

経営比較分析表では、処理区域内人口、処理区域内人口密度、供用開始後年数に応じて類似団体区

分が設定されており、類似する他団体との比較が可能です。 

 

表 5 類似団体区分 

事業区分 
本市の 

類型区分 
類型区分の定義 埼玉県内の類似団体 

公共下水道事業 
Aa 

(全国33団体) 

処理区域内人口   10万人以上 

処理区域内人口密度 100人/ha以上

川口市、越谷市、戸田市、朝霞市 

新座市、富士見市、ふじみ野市 

特定環境保全 

公共下水道事業 

D2 

(全国554団体) 
供用開始後年数 15年以上 

飯能市、新座市、富士見市、蓮田市

日高市、三芳町、吉見町、杉戸町 

 

 

(1)水洗化率 

定義 
下水道処理人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口(水洗化人口)

の割合を表す指標 

計算式 水洗化率(%)＝水洗化人口÷下水道処理人口×100 

説明 

本指標は、公共用水域の水質保全や下水道使用料の収入等の観点から数値が100％とな

っていることが求められます。 

100％未満である場合には、汚水処理が適切に行われておらず、水質保全の観点から問

題が生じる可能性があります。また、下水道使用料収入の増加を図るためにも、水洗化率

向上の取組が必要になります。 

評価 

・令和元年における公共下水道事業の水洗化率は約99%に達し、良好な水準にあるといえ

ます。 

・特定環境保全公共下水道事業の水洗化率は約 92％であり、類似団体平均を上回ってい

るものの、公共下水道事業に比べ低い水準です。水洗化率は下水道使用料収入に直結す

ることから、引き続き下水道への接続促進に向けた取組を推進する必要があります。 
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(2)汚水処理原価 

定義 
有収水量１m3当たりの汚水処理に要した費用(汚水資本費・汚水維持管理費の両方を含め

た汚水処理に係るコスト)を表す指標 

計算式 汚水処理原価(円/m3)＝汚水処理費(資本費+維持管理費)÷有収水量 

説明 

本指標については、明確な数値基準はありません。従って、経年比較や類似団体との比

較等により自団体の置かれている状況を把握し、効率的な汚水処理が実施されているか

分析することが重要です。 

評価 

・公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業共に、類似団体と比較して低い水準とな

っており、効率的な汚水処理を実施しているといえます。 

・平成28年度以降、特定環境保全公共下水道事業の汚水処理原価は150.0円/m3ですが、

これは総務省通知に基づく「適正な下水道使用料収入150円/m3」をベースとして、150

円/m3を超える資本費を公費負担(一般会計基準内繰入)としていることによります。 

 

 

(3)経費回収率 

定義 下水道使用料収入でどの程度汚水処理費を賄えているかを表す指標 

計算式 経費回収率(%)＝下水道使用料収入÷汚水処理費(資本費+維持管理費)×100 

説明 

本指標は、下水道使用料収入で賄うべき経費を全て下水道使用料収入で賄えている状

況を示す 100％以上であることが必要です。100％を下回っている場合、汚水処理に係る

費用が使用料以外の収入により賄われていることを意味するため、適正な下水道使用料

収入の確保及び汚水処理費の削減が必要です。 

評価 

・平成28年度は前年度に比べ経費回収率が大幅に改善していますが、これは高利率企業

債の償還が終了したことで、支払利息が減少したことによります。 

・平成 28 年度以降、公共下水道事業の経費回収率は約 100％であり、良好な事業運営状

況といえます。 

・特定環境保全公共下水道事業の経費回収率は、令和元年度時点で約70%であり低い水準

です。これは、当該事業が人口密度の低い地区を対象にしているため、収益性が低いこ

とによります。今後は、水洗化率の向上による下水道使用料収入の増収や、不明水の削

減等による維持管理費の削減を進める必要があります。 

 

 

  

0

50

100

150

200

250

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

汚
水

処
理
原

価
(円

/
ｍ

3)

富士見市(公共)
富士見市(特環)
全国の類似団体平均(公共)
全国の類似団体平均(特環)

0

50

100

150

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

経
費
回

収
率

(%
)

富士見市(公共)
富士見市(特環)
全国の類似団体平均(公共)
全国の類似団体平均(特環)



8 

(4)有形固定資産減価償却率 

定義 
有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資

産の老朽化度合を示す。 

計算式 
有形固定資産減価償却率(%) 

＝有形固定資産減価償却累計額÷有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価×100 

説明 

本指標については、明確な数値基準はありません。従って、経年比較や類似団体との比

較等により自団体の置かれている状況を把握し、適切な数値となっているか分析するこ

とが重要です。 

一般的には、数値が高いほど、法定耐用年数に近い資産が多いことを示しており、将来

における施設更新の必要性を推測することができます。 

評価 

・公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業共に、類似団体平均を上回っており、下

水道施設の老朽化が進行していることが想定されます。 

・今後は、下水道ストックマネジメント計画に基づき、老朽化した下水道施設の更新を計

画的に進める必要があります。 
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第 3章 将来の事業環境                                   

3-1.人口の見通し 

(1)行政区域内人口 

本市では、行政区域内人口に係るマスタープランとして「富士見市人口ビジョン」(以下「人口ビジ

ョン」という。)を策定し、令和2年5月に公表しています。 

本戦略では、人口ビジョンで示されている将来展望を基に、将来の行政区域内人口を設定します。 

 
図5 行政区域内人口の予測 

 

(2)下水道処理人口 

下水道処理人口は、下水道整備区域の拡大(下水道未普及対策の推進)に伴う増加を見込みます。な

お、既に下水道整備が完了している区域については、将来行政人口と同様の増減傾向で推移すると想

定します。 

 

(3)水洗化人口(接続人口) 

水洗化人口は、下水道処理人口に水洗化率を乗じて設定します。なお、将来の水洗化率は100%の達

成を目標とします。 

 
図6 下水道処理人口及び水洗化人口の見通し(公共下水道) 

 
図 7 下水道処理人口及び水洗化人口の見通し(特定環境保全公共下水道) 
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3-2.有収水量の見通し 

下水道有収水量のうち一般家庭や事業所等から排出されるものは、過年度の平均有収水量原単位

(公共下水道区域 250L/人/日、特定環境保全公共下水道区域 225L/人/日)に水洗化人口を乗じて予測

します。なお、事業所のうち下水道大口利用者については、令和元年度の実績値を基に将来の有収水

量を設定します。 

 

＜有収水量原単位＞ 

有収水量原単位は、下水道利用者1人当たりの下水道使用水量(有収水量)を表すものです。 

【有収水量原単位(L/人/日)＝大口利用者を除く有収水量(m3/日)÷水洗化人口(人)×1,000】 

 

 
図8 下水道有収水量の見通し 

 

3-3.下水道使用料収入の見通し 

下水道使用料収入は、過年度の平均下水道使用料単価(公共下水道区域88.9円/m3、特定環境保全公

共下水道区域102.6円/m3)に将来の有収水量を乗じて予測します。 

将来の下水道使用料収入は人口減少等を要因として減少することが予測され、令和 32 年度時点で

は現在の約9割程度まで落ち込むと見込まれます。 

 

 
図9 下水道使用料収入の見通し 
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3-4.施設の見通し 

(1)下水道未普及地域の解消 

平成 26 年 1 月に国土交通省等から「持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想の見直

しの推進について」が通知され、今後10年程度を目途に汚水処理施設の概成を目指すことが示されま

した。これを受け、本市では平成27年度に「富士見市生活排水処理基本計画」を策定するとともに、

令和元年度に見直しを行いました。同計画においては、下水道施設の整備や、単独処理浄化槽から合

併処理浄化槽への転換促進に取り組み、下水道未普及地域の解消を図ることとしています。 

 

(2)水害対策の推進 

近年の降雨の局地化や都市化の進展等に伴う浸水被害への対応を図るため、平成27年 5月 20日に

下水道法を含む「水防法等の一部を改正する法律」が公布され、水害対策を強化する制度改正が行わ

れています。 

本市においては、富士見市水害現況図(昭和62年 9月～令和元年10月)によると水谷東地区や山室

地区等において浸水被害が発生しており、水害対策の推進が必要になっています。 

 

(3)老朽化施設の増加 

①管路施設 

本市下水道事業では昭和47年度から管路施設の整備に着手し、令和元年度末時点の整備延長は、汚

水管路約 319km、雨水管路約 56km となっています。令和 2年度時点で最も古い管路は 48年使用して

おり、今後、法定耐用年数(50年)を超過する管路の増加が見込まれます。 

 
図10 管路整備延長の推移(汚水+雨水) 

＜管路施設の健全率予測＞ 

国土交通省の国土技術政策総合研究所が公表している「下水道管きょ健全率予測式」を用いて、本

市下水道管路施設の健全率を予測した結果を下図に示します。 

本戦略の計画期間末(令和12年度)には、緊急度Ⅰ(速やかに改築が必要なもの)、緊急度Ⅱ(簡易な

対応により改築を 5 年未満まで延長可能なもの)の占める割合は約 4 割に達することが見込まれ、早

急に管路施設の更新を進めることが必要になっています。 

 
図11 管路施設の健全率予測  
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②ポンプ場施設 

＜雨水ポンプ場施設＞ 

別所雨水ポンプ場は平成 8 年 5 月に供用を開始した施設であり、供用開始から 24 年が経過してい

ます。これまで、平成25年度に策定した下水道長寿命化計画に基づき雨水沈砂池設備の更新を完了す

るとともに、耐震補強工事を実施しています。 

現在は、令和元年度に策定した富士見市下水道ストックマネジメント実施計画に基づき施設の更新

事業を進めています。 

 

＜マンホールポンプ場＞ 

市内には28箇所のマンホールポンプ場が設置されており、下水の集水や送水、雨水排水等に利用さ

れています。これらのポンプ場では、使用年数が法定耐用年数(機械電気設備20年)を超過したものも

多く存在することから、計画的かつ効果的に更新事業を進めていく必要があります。 

 

 
図12 マンホールポンプ場の使用年数(令和2年度末時点)  

 

3-5.組織の見通し 

下水道事業の職員数については、適正な定員管理に努めるとともに、職員の世代交代を円滑に進め、

技術の継承が行えるよう、業務の見える化や共有、研修の充実などを図ります。 
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第 4章 経営の基本方針                                   

4-1.基本方針 

本戦略における経営の基本方針を以下の通り定めます。 

＜基本方針＞ 

衛生的で快適な生活環境や企業の経済活動を支えるとともに、河川、海域を水質汚濁等から守り

ます。また、都市に降った雨水を速やかに排水し、市民の生命・財産を守り、快適で安心な生活環

境で過ごせる“まち”を目指します。 

 

4-2.基本施策 

基本方針を実現するため、以下の基本施策を定めます。 

基本施策1 河川の水質保全 

これまで、計画的に下水道整備を進めた結果、公共下水道(汚水)の整備は概ね完了していますが、

一部の地域は未普及の状態です。今後は未普及地域の解消を進め、河川の水質を保全していきます。

基本施策2 内水対策の推進 

公共下水道(雨水)の主要な幹線やポンプ施設などの整備・更新を計画的に進めるとともに、治水

機能の向上のため、河川管理者と連携し内水対策を推進します。 

基本施策3 管路施設等の適正管理 

富士見市下水道ストックマネジメント計画に基づき老朽化した管路施設等の更新を計画的に進

め、適正管理を推進します。 

 

第 5章 投資・財政計画(収支計画)                              

5-1.管理目標の設定 

投資・財政計画の策定に当たり、以下の管理目標を設定します。 

 

(1)経費回収率 

経費回収率(＝下水道使用料収入÷汚水処理費(資本費+維持管理費)×100％)は、下水道使用料収入

で賄うべき経費を、どの程度下水道使用料収入で賄えているかを表す指標です。当該指標は、下水道

使用料収入で賄うべき経費を全て下水道使用料収入で賄えている状況を示す 100％以上であることが

求められます。 

本市の経費回収率(令和元年度)は100.8%であり、下水道使用料収入で賄うべき経費を全て下水道

使用料収入で賄えている状況です。今後、人口減少に伴う下水道使用料収入の低迷が想定されるな

か、経費回収率は100%以上の維持を目標とします。 

 

(2)資金残高（年度末繰越補填財源) 

安定した下水道事業運営を推進するため、資金残高(年度末繰越補填財源)は下水道使用料収入の半

年分程度以上確保することを目標とします。なお、適切な水準としての上限値は、他団体との比較等

を通じて継続的に検討を行うこととします。 

 

表 6 下水道事業運営上の管理目標値 

項目 
令和元年度 

(実績値) 

令和12年度 

(目標値) 
管理目標値の設定方針 

経費回収率(%) 100.8 100以上 下水道使用料収入で汚水処理費を賄う 

資金残高 

(年度末繰越補填財源)(百万円) 
916 500程度以上 

安定した事業運営のための資金残高を確保

(下水道使用料収入の半年分以上を目標) 
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5-2.投資・財政計画の策定に当たっての説明 

5-2-1.投資試算 

(1)下水道未普及対策(基本施策1：河川の水質保全) 

令和元年度に見直した富士見市生活排水処理基本計画を踏まえ、下水道未普及地域の整備を図りま

す。本戦略においては新河岸川以東の下水道未普及地域を解消するため、汚水管路施設の整備を進め

て参ります。 

 

 
図 13 下水道未普及対策に係る投資額 

 

 

(2)浸水対策(基本施策2：内水対策の推進) 

集中豪雨などによる都市型水害の軽減を図るため、浸水対策事業を推進します。 

 

 
図14 浸水対策に係る投資額 
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(3)老朽化対策(基本施策3：管路施設等の適正管理) 

平成 30 年度に策定した富士見市下水道ストックマネジメント全体計画に基づき、老朽化施設の更

新を進めます。 

 
図 15 老朽化対策に係る投資額(管路施設) 

 

 
図 16 老朽化対策に係る投資額(雨水ポンプ場施設) 

 

 
図17 老朽化対策に係る投資額(マンホールポンプ場) 

 

(4)投資額のまとめ 

令和3～12年度までの投資額を下図に示します。 

 

図 18 投資額のまとめ  
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5-2-2.財源試算 

投資・財政計画策定に当たっての、財源の試算方法を下表にまとめます。 

表7 財源の試算方法 

区分 項目 試算方法 

収益的収入 

(営業収益) 

下水道使用料収入  過年度の実績を基に下水道使用料収入単価を設定し、これに将来

の有収水量を乗じて算定 

 公共下水道の使用料単価        88.9円/m3 

 特定環境保全公共下水道の使用料単価 102.6円/m3 

受託工事収益  計上なし 

他会計負担金  一般会計繰出基準に基づき算定 

その他  直近の予算額に基づき算定 

収益的収入 

(営業外収益) 

他会計補助金  収益的収支が不足する場合等に計上(基準外繰入) 

その他補助金  管路施設の維持管理に充当する補助金を計上 

長期前受金戻入  資産の取得に要した補助金等を収益化 

その他  直近の予算額に基づき算定 

資本的収入 企業債  資金残高の状況に応じて、起債充当率を90～100％として算定し、

内部留保資金の活用を図る 

他会計負担金  一般会計繰出基準に基づき算定 

他会計補助金  資本的収支が不足する場合に計上(基準外繰入) 

国(県)補助金  社会資本整備総合交付金交付要綱に基づき算定(交付金交付率は

50％を想定) 

固定資産売却代金  計上なし 

工事負担金  管路施設の新設工事費の5％を計上(受益者負担金) 

その他  計上なし 

 

5-2-3.投資以外の経費の試算 

投資・財政計画策定に当たっての、投資以外の経費の試算方法を下表にまとめます。 

表8 投資以外の経費の試算方法 

区分 項目 試算方法 

収益的支出 

(営業費用) 

職員給与費  直近の予算額に基づき算定 

経費(動力費)  直近の予算額に基づき算定 

経費(修繕費)  過年度の実績を踏まえ算定 

経費(材料費)  過年度の実績を踏まえ算定 

経費(委託料)  直近の予算額に基づき算定 

 ただし、管路施設の点検調査費は富士見市下水道ストックマネジ

メント全体計画に基づき計上 

経費(その他)  直近の予算額に基づき算定 

流域下水道 

維持管理負担金 

 流域下水道維持管理負担金は、現行の負担金単価から変更がない

ものと想定し32円/m3で算定 

減価償却費  下記の耐用年数で減価償却費を算定 

(建物50年、構築物50年、機械及び装置20年、施設利用権50年)

収益的支出

(営業外費用) 

支払利息  下記の条件で支払利息を算定 

(利子率1.0%、償還期間30年(うち据置期間1年)、元利均等返済)

その他  直近の予算額に基づき算定 

資本的支出 建設改良費(給与)  直近の予算額に基づき算定 

流域下水道建設負担金  埼玉県から提示された将来見込み額を基に算定 

企業債償還金  下記の条件で償還額を算定 

(償還期間30年(うち据置期間1年)、元利均等返済) 

長期借入返還金  計上なし 

他会計への支出金  計上なし 
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＜今後30年間の見通し＞ 

前ページまでに示した投資試算、財源試算に基づく今後30年間の見通しを以下にまとめます。な

お、図中の令和元年度値は決算額、令和2・3年度値は予算額を示します。 

 

 
図 19 収益的収入の見通し 

 

 
図 20 収益的支出の見通し 

 

 
図 21 資本的収入の見通し 

 

 
図22 資本的支出の見通し 

(資本的収入額が資本的支出額に不足する額は補填財源で対応を図る) 

 

5-3.投資・財政計画 

本戦略の計画期間である令和 3～12 年度の投資・財政計画を次ページ及び次々ページに示します。 
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5-4.経営状況の見通し 

(1)経費回収率(下水道使用料収入÷汚水処理費×100%) 

本戦略の計画期間内における経費回収率は、下水道使用料収入で賄うべき経費を全て下水道使用料

収入で賄えている状況を示す100％以上となり、目標とした100％を達成可能な見通しです。 

このことから、当面は下水道使用料の改定は不要と考えられますが、長期的には下水道使用料収入

の低迷も想定されることから、定期的に下水道使用料改定の必要性を検討します。 

 
図23 経費回収率の見通し 

 

(2)資金残高(年度末繰越補填財源) 

資金残高(年度末繰越補填財源)は、目標とした 5 億円(500 百万円)程度を達成可能な見通しです。

適切な水準としての上限値は、他団体との比較等を通じて継続的に検討を行います。 

 
図 24 資金残高の見通し 
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5-5.今後検討予定の取組の概要 

今後の更なる経営基盤の強化、財政マネジメントの向上に向け、下記の事項の検討を進めます。 

 

(1)今後の投資について 

項目 取組内容 

①広域化・共同化・最適化

に関する事項 

平成30年 1月に国土交通省等から「汚水処理の事業運営に係る「広域化・

共同化計画」の策定について」が通知され、下水道事業の広域化を推進する

ことが求められています。本市においても、埼玉県や近隣市町村と協働し、

広域化・共同化に向けた検討を進めます。 

②投資の平準化に関する

事項 

今後、下水道ストックマネジメント計画を改定する中で、中長期的な更新

需要予測の精度を向上させるとともに、最適な点検調査計画を立案し、投資

の平準化を推進します。 

③民間活用に関する事項

(PPP/PFIなど) 

将来の更新需要の増加に備え、民間の資金・ノウハウを活用した事業手法

について検討を進めます。下水道事業における民間活用には以下の手法があ

り、それぞれの特徴を踏まえて導入の可否を検討します。 

DBO方式 

公共が資金調達し、施設の設計・建設、運営を民間が一体的に実施する方式。

PFI(従来型) 

民間が資金調達し、施設の設計・建設、運営を民間が一体的に実施する方式。

PFI(コンセッション方式) 

施設の所有権を公共が有したまま、運営権を民間に設定する方式。 

 

(2)今後の財源について 

項目 取組内容 

①下水道使用料の見直し

に関する事項 

今後、人口減少に伴う下水道使用料収入の低迷が見込まれる中、定期的に

下水道使用料の改定の必要性を検討します。 

 

(3)今後の投資以外の経費について 

項目 取組内容 

①民間活用に関する事項

(包括的民間委託など) 

下水道施設の維持管理に当たり、包括的民間委託等の導入を検討し、維持

管理費の低減を進めます。 

②職員給与費に関する事項 今後、施設更新需要の増加が見込まれる中、適正な職員数を確保するとと

もに職員給与費の適正化に努めます。 

③動力費に関する事項 今後の更新事業において省エネ型機器を積極的に導入することで、動力費

の低減を進めます。 

④修繕費に関する事項 下水道ストックマネジメント手法の導入により計画的な点検調査を実施

し、突発的に発生する事故を未然に防ぐことにより、修繕費の低減を図りま

す。 

⑤委託費に関する事項 下水道施設の維持管理において、包括的民間委託等の導入を検討し、維持

管理の効率化を進めます。 

⑥その他の取組 汚水管路施設の不明水対策を推進し、維持管理費の低減を図ります。 
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第 6章 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項                       

本戦略は令和12年度までの10年間の計画ですが、社会情勢の変化が激しい昨今では、本市の下水

道事業を取り巻く環境も大きく変化することが考えられます。そこで、変化する社会情勢を踏まえつ

つ本戦略で掲げた取組を着実に遂行するため、年度毎に点検・評価(モニタリング)を行うとともに、

おおむね5年後に経営戦略を改定します。 

今後は、「計画策定(Plan)-実施(Do)-検証(Check)-見直し(Action)」のサイクルを活用して、本戦略

における投資・財政計画と実績とのかい離及びその原因を分析し、次期戦略策定に反映します。 

 

 

第7章 経費回収率の向上に向けたロードマップ                        

「下水道事業における収支構造適正化に向けた取組の推進についての留意事項」(国土交通省事務

連絡 令和2年 7月 22日)に基づき、経費回収率の向上に向けたロードマップを以下に示します。 

本市下水道事業の経費回収率は、当面は 100％以上を達成可能な見通しです。しかし、今後、下水

道施設の老朽化に伴う更新需要の増加や、人口減少に伴う下水道使用料収入の低迷など、下水道事業

の経営環境の悪化が想定されます。 

このため、次期経営戦略の改定に合わせて収支構造の適切性についても検証を行い、下水道使用料

改定の必要性を検討します。 

 

表 12 経費回収率の向上に向けたロードマップ 

年度 内容 

令和3～6年度 ・経営戦略の年次点検(モニタリング) 

令和7年度 ・経営戦略の改定(収支構造及び下水道使用料改定の必要性を検証) 

令和8～11年度 ・経営戦略の年次点検(モニタリング) 

令和12年度 ・経営戦略の改定(収支構造及び下水道使用料改定の必要性を検証) 
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＜用語集＞ 

(下水道事業全般) 

用語 説明 

公共下水道(広義) 公共下水道(狭義)及び特定環境保全公共下水道の総称 

公共下水道(狭義) 主に市街地における下水を排除及び処理するために地方公共団体が管理する下水道。 

特定環境保全 

公共下水道 

市街地以外の地域を対象とした公共下水道。 

流域下水道 2つ以上の市町村の区域にわたる広域的な下水道で、流域内の各市町村から発生する下水を

効率的に集めて処理する下水道のこと。その設置･管理は、原則として都道府県が行う。 

流域関連公共下水道 流域下水道に接続する公共下水道(広義)で、市町村が管路施設等を建設するもの。 

本市の公共下水道(狭義)及び特定環境保全公共下水道がこれに該当する。 

下水道事業計画 下水道法第4条の規定に基づく下水道整備等に係る計画。 

下水道 

ストックマネジメント 

持続可能な下水道事業の実現を目的に、長期的な施設の状態を予測しながら、下水道施設を

計画的かつ効率的に管理する手法。 

マンホールポンプ場 下水道のマンホールの中にポンプ設備を組み込んで道路の下に埋設設置したもの。 

内水氾濫 

外水氾濫 

都市の浸水には、都市に降った雨が河川等に排水できずに発生する「内水氾濫」と河川から

溢れて発生する「外水氾濫」がある。下水道は、都市に降った「内水の排除」という役割を

担っており、河川等に放流するための雨水管やポンプ場、貯留浸透施設等を整備する。 

 

(会計関連) 

用語 説明 

収益的収支 施設の維持管理等を行うための収入と支出のこと。収入については下水道使用料や一般会

計繰入金等、支出については施設維持管理費や減価償却費等がある。 

資本的収支 新たな施設の整備や既存施設の更新等を行うための収入と支出のこと。収入については受

益者負担金や国庫補助金等、支出については建設改良費や企業債償還金等がある。 

減価償却費 下水道事業に関わる固定資産(管路施設、ポンプ場施設、処理場施設)を、法定耐用年数に基

づき年度ごとに費用化した固定資産の減価額。(法定耐用年数は、地方公営企業法で規定さ

れている固定資産の耐用年数のこと。) 

長期前受金戻入 固定資産を取得(建設)し、その財源として国庫補助金等が交付される場合に、その国庫補

助金等を収入として一括計上せず、資産の耐用年数にわたって分割して毎年度収益として

計上する際の、その分割された収入。減価償却費と対になるもの。 

企業債 地方公営企業が施設の整備等に要する資金を借り入れることによって生じる債務。いわゆ

る借金のこと。 

元利償還金 企業債等の借入金に係る返済元金及び支払利息のこと。 

流域下水道負担金 流域下水道管理者(主に都道府県)が市町村から徴収する負担金。流域下水道施設の建設の

ための「流域下水道建設負担金」と、流域下水道施設の維持管理のための「流域下水道維持

管理負担金」がある。 

一般会計繰入金 下水道事業の収入のうち、地方公共団体の一般会計から繰り出される資金(税金)。総務省

が示す一般会計繰出基準により繰り出される基準内繰入金と、財源不足補てん等のため任

意で繰り出される基準外繰入金がある。 

一般会計繰出基準 「地方公営企業繰出金について(総務副大臣通知)」に基づく一般会計から下水道事業への

繰出基準のこと。 

繰入・繰出 一般会計と下水道特別会計等、会計間における現金の移動のこと。他の会計から資金が入る

ことを「繰入」、他の会計へ資金を出すことを「繰出」という。 

 

(その他) 

用語 説明 

下水道処理人口 下水道が整備された区域内の人口のこと。 

水洗化人口 下水道が整備された区域のうち、実際に下水道に接続している人口のこと。 

水洗化人口÷下水道処理人口を水洗化率(接続率)という。 

有収水量 下水道使用料の徴収対象となった水量のこと。 

地方公営企業 地方公共団体が経営する企業のこと。電気、ガス、鉄道、病院等の事業があり、本市では下

水道、上水道がこれに該当する。 
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